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１．統計委員会において提起された課題
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（１）「法人土地・建物基本調査」「基本計画」諮問審議における議論①

（基本計画部会における委員の意見＜2017年12月11日＞）

• 「法人土地・建物基本調査」や「住宅・土地統計調査」の審議も踏まえまして、資産の遊休化等の問題
を個人及び企業部門の保有している資産の有効活用の実態を捉える統計として検討することを追加し
てはどうか。

（「法人土地・建物基本調査」審議：部会長メモ＜2017年12月19日＞：抜粋）

③ 法人企業には該当しないものの、従業者規模が比較的大きな個人企業が存在しているにもかかわら
ず、各種調査で十分に把握できていない可能性があり、今後、その把握方法の検討が必要。

（中略） 土地に関する情報としては、不動産登記情報に加え、不動産価格情報等の業務情報や地理
情報システム（ＧＩＳ）の情報等も整備が進められていることから、これらの情報を総合的に活用し、土地
基本調査の充実を図り、我が国の土地所有及び利活用の全体像を一体的に把握することが重要。

④ これらの取組を推進するに当たっては、現状の課題や各種の情報を活用する上での法制度的・技術

的な制約を整理した上で、統計分野における対応の範囲、方向性等を見極める必要があり、統計委員
会における司令塔機能の発揮が不可欠。

⑤ このため、次期基本計画における「我が国の土地所有及び利用状況の全体像を把握するための統計
整備」 の検討を推進するに当たっては、統計委員会においてパイロット的な調査研究を実施し、その結
果を踏まえ、国土交通省を中心とする関係府省の具体的な取組を進めていくことが効果的かつ現実的。
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（２）「法人土地・建物基本調査」「基本計画」諮問審議における議論②

（統計委員会：「法人土地・建物基本調査」答申時における議論＜2017年12月19日＞）

• 部会審議では、土地単位のパネルデータの具体的な作成方法についても議論があったのか。また、部
会長メモで示されたとおり、我が国の土地所有及び利用状況の全体像を把握するための検証・検討は、
次期基本計画の本文にも記載されている事項であり、今後、統計委員会で対応していただきたい。

• 土地単位のパネルデータの作成方法については、技術的に難しいことは確認されたが、具体的な作成
方法の議論まで至らなかった。

• 我が国の土地統計の整備に関する課題は非常に大きなもの。統計委員会だけで対応できるものでは
ないが、まずは、パイロット的な調査研究を行い、その中で関係府省（国土交通省など）との意見交換を
行い、課題解決のための体制を整えることを通じて、統計委員会の司令塔機能の発揮という部会長の
指摘に沿う形としたい。

• 研究は、部会長メモにあるとおり、不動産登記情報、不動産価格情報や地理情報システム（ＧＩＳ）など
を総合的に活用し、検討したいので、関係府省や地方自治体のみならず、民間団体との連携も進めてい
きたい。

（第３期「公的統計の整備に関する基本的な計画」＜2018年３月６日閣議決定＞の本文：Ｐ４１～Ｐ４２）

• （統計委員会は） 資産の活用実態のより適切な把握などのパイロット的な課題について、その研究成
果を踏まえ、実用化に向けた方法を検討する。
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（３）統計委員会が実施する「パイロット的な調査研究」

① 民間企業が整備している各種の不動産データベースや
行政記録情報等を用いて、不動産（土地・建物）のパネル
データベース（住所・地番を特定）を、長期時系列で構築す
ることが可能かを検討する。

② 構築された不動産データベースの有効性（不動産の活
用実態の時系列的な変化を適切に把握することが可能
か）や活用可能性について、制度的・技術的な制約・課
題を含めて検討する。

③ パイロット的な調査研究では、構築する不動産データ
ベースは、特定地域（東京都）に対象を限定。そのうえで、
不動産データベースが継続的に構築するのに値するもの
か、他地域への拡張が可能かどうか、等を判断する。
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２．研究の方向性
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（１）構築が望まれる不動産データベース：将来における理想型

① 建物・土地を悉皆的にカバーしている

• 日本には、建物は、住宅・非住宅併せて3,800万棟（ゼンリン調べ）存在している。その全てが
カバーされることが理想である。

② 建物・土地の所有・利用状況、建物の属性情報を収録している

• 建物の属性情報としては、建物の名称、種類・用途、床面積、構造、階数（高さ）、築年数など
が含まれていることが望ましい。

③ 建物・土地の空間的情報（位置情報、形状情報など）を収録している

• 土地・建物の位置情報ほか、建物・土地自身の形状情報が必要。地理情報システムで地図上
に表示できることが望ましい。

④ 上記①～③の情報が、比較的高い頻度で更新され、かつデータが時系列で提供されている

• 都市部を中心に土地・建物の利用状況は、かなりのスピードで変化する。その把握のために
は、情報のタイムリーな更新が望ましい。同一地点における土地・建物の利用状況の変遷を把
握するために必要。
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（２）不動産データベースの構築方法①：既存統計調査の利用可能性

 既存の統計調査は、②は優れているが、①、③、④で課題が残っている。

① 規模の大きい個人企業などが所有する不動産がカバーされない可能性

• 「法人土地・建物基本調査」は、企業を対象とする建物や土地に関する調査。「住宅・土地統計調査」

は、世帯を対象とする住宅や土地に関する調査。両調査では、規模の大きい個人企業などが所有する

不動産はカバーされない可能性。

② 建物・土地の所有・利用状況、建物の属性情報は豊富に収集されている

• 「法人土地・建物基本調査」 「住宅・土地統計調査」いずれも、企業や世帯に対する直接の調査により、

所有・利用状況、属性情報を豊富に収集している。

③ 建物・土地の空間的情報（位置情報、形状情報など）が十分ではない

• 地理情報（ＧＩＳ）システムと結びついておらず、空間的な土地・建物の所有・利用状況の捕捉は難しい。

④ 土地・建物に着目したパネルデータの作成は困難

• 「法人土地・建物基本調査」は企業、「住宅・土地統計調査」は世帯、各々を対象とした標本調査。複数

調査年次分の調査票情報を活用しても、同一の企業・世帯のパネルデータしか作成できない。所有者が

代わった場合には、同一地点における土地・建物の所有・利用状況を、時系列で把握するのは困難。 9



（３）不動産データベースの構築方法②：新たなデータの利用可能性

➀ 統計調査で不動産データベースを構築するのは負担が重い

• 新たに土地・建物の悉皆的な調査を行う場合は、日本に存在する土地・建物の件数は非常に多い。調査コス
トや報告者負担が極めて大きくなるほか、作成に要する期間も長くなる。精度の確保も困難。

• 企業や世帯を調査対象とする既存の枠組みのもと、標本調査で対応する場合は、規模の大きい個人企業な
どを調査対象にどのように含めるかが課題。また、パネルデータの作成は困難。

② 民間企業等で構築された土地・建物のデータベースを活用するのが効率的ではないか

• 住宅地図を作成している民間企業では、土地・建物を悉皆的に把握し、地理情報と結びつけられた土地・建物
のデータベースが構築され、一定の頻度（年１回）で更新されている。これを利用するのが効率的。

• また、東京都などの地方自治体では、土地利用現況調査を作成するために「都市計画地理情報システム」が
構築されており、地理情報と結びつけられていることから、この利用も候補となる。

統計調査名称 対 象 調査対象数 直近実施日 頻 度 経 費 調査員数（注） 結果の公表

国勢調査 世帯（人）
５，３４５万世帯
１２，７０９万人

2015年10月 ５年ごと 約６７０億円 約８０万人
４か月～

２年２か月後

経済センサス
（活動調査）

事業所・
企業

５５８万事業所 2016年6月 ５年ごと 約１３０億円 約８万人 １～２年後

（資料）総務省統計局ホームページなど （注）指導員を含む 10



（４）「不動産パネルデータベースの構築検討及びデータ分析」の研究方針

• 以上を踏まえ、以下の方針で調査研究を行う。

➀ 民間企業や地方自治体（東京都）が整備している各種の土地・建物データ（土地・建

物の位置、利用状況等）及び関連するデータ（住所と地番情報の対応等）を活用する

ことにより、パネルデータの構築を検討する。

② 各々のデータベースを相互にマッチングすることで、前述の住所・地番と紐付けた

「土地・建物」の利用状況を捕捉できる長期のパネルデータベースの情報量をどの程

度充実させることが可能か、併せて、どのような分析をすることが可能かを検証する。

③ 土地・建物に関する豊富な属性情報を有する「法人土地・建物基本調査」の調査票

情報を、構築されたデータベースとマッチングを行い、上記データベースの情報量をさ

らに充実させ、活用の可能性を高めることができるかを検討する。

ーー マッチングの困難さという課題を克服する必要があるが、代替的な方法も含め、

「住宅・土地統計調査」など他の統計調査との連携可能性も検討することとしたい。
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３．利用データ
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（１）ゼンリン「建物ポイントデータ」

13

（対象地域） 東京都

（収録年次） ２０１２年から２０１７年（年次：６カ年分）

（収録内容）

データは、「建物の用途」に着目したポイントデータで、59項目を収録（住宅

表示、緯度・経度を含む）。用途ごとの床面積、入居者数（戸数）、当該ス
ペースの利用・空きの有無が分かる。具体的には、住居、事業所、商業施設
の３つに分類。住居であれば、戸建て・マンション・アパートなど７項目、事業
所であれば飲食店・学校・病院など２７項目、商業施設であれば、商業ビル・
オフィスビルなど計４項目の合計３８項目に細分化。



（２）ゼンリン「住宅地図データ」
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（対象地域） 東京都のうち５区市（港区、新宿区、台東区、世田谷区、八王子市）

（収録年次） ２００３年から２０１２年（年次：１０カ年分）

（収録内容）

「建物ポイントデータ」作成の基礎となるデータ。同等の情報が格納されている。



（３）ＮＴＴ空間情報「ＧＥＯＳＰＡＣＥ地番地図」

（対象地域） 東京都

（収録年次） ２０１６年

（収録内容）

公図（法務局に備え付けられている、土地
の位置や形状を確定させるための地図）を電
子化し、筆界（土地の境界線）をベクトルデー
タとして整備した地図情報に地番情報を付与
したもの。

不動産（土地）の所有単位である「筆」別に
土地の位置や形状を把握することが可能。

⇒ 国土交通省「法人土地・建物基本調査」
では、調査票記載の土地・建物が地番表
示であるため、このデータを用いることで、
１対１で物件の特定が可能となる可能性。

ーー 本データは、現時点では、首都圏の住
居表示地域を対象に提供されている。
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（４）東京都都市計画地理情報システムデータ

（対象地域） 東京都

（収録年次）

【都市計画情報】 直近（２０１１年から２０１７年）のデータ

【土地利用現況調査】 １９８６年、１９９１年、１９９６年、２
００１年、２００６年、２０１１年、２０１
６年（５年ごと、７回分）

（収録内容）

【都市計画情報】

用途地域、高度地区、防火及び準防火地域、都市計画道
路、公園・緑地等の直近の都市計画に係るレイヤーデータ

【土地利用現況調査】

土地・建物の面積や利用用途、建物の構造・階数等の
データを収録

⇒ １９８６年以降、長期時系列での土地・建物の状況が把
握可能

16
（資料）東京都都市整備局「東京の土地利用（平成２８年東京都区部）」（2018年5月）



（５）国土交通省「法人土地・建物基本調査」（調査票情報）

（対象地域） 東京都

（収録年次） ２０１３年

（収録内容）

データは、土地・建物の所有者（法

人）、土地の面積、利用状況、取得

時期、賃貸の有無が明らかになるほ

か、建物については、建物の構造、

建築時期（築年数）、建物の資産額

などの情報を収録。

⇒ 土地・建物の所在地は、原則と

して「地番表示」で把握している。

地番地図をマッチングすれば、地

理情報と結びつけることができる

可能性がある。

17
（資料）総務省政策統括官（統計基準担当）「第75回サービス統計・企業統計部会提出資料」（2017年11月8日）



（参考）総務省「住宅・土地統計調査」

• 「住宅・土地統計調査」は、
住宅・土地の所有者、居住
者、住宅・土地の面積、住
宅の属性情報、借家の家
賃などの豊富な情報量を有
する。

• 一方で、 「住宅・土地統計

調査」の調査票情報には、
住所ないし地番表示の情報
が含まれていない。

⇒ 他の不動産データベー
スにおける土地・建物デー
タとマッチングすることが
困難となる可能性。

18（資料）総務省政策統括官（統計基準担当）「第85回人口・社会統計部会提出資料」（2017年12月8日）



４．具体的な研究内容（２０１８年度）
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（１）統合された不動産パネルデータベースの構築

• ３節で述べた➀ゼンリン「建物ポイントデータ」、②同「住宅地図データ」、③東京都
「都市計画地理情報システムデータ」、④NTT空間情報「GEOSPACE地番地図」を用い

て、可能な限り広範囲に、かつ可能な限り長期にわたって、精度も含めてデータの
マッチング可能性を検証し、各データをマージした新たなデータベースを作成する。

• 複数データベースのマッチングに際しては、１）レコード（文字・数値情報）によるマッ
チングを優先するが、２）図形によるマッチングを行う必要も生じる。

• １）については項目の定義や分類方法の相違、データの欠落、２）については図形
データ形状や図形の位置ズレ、各々による不整合の処理が課題。

20

データ形式 データマッチング方法 具体的な適用事例

レコード
各データベース同士の共通項目を照合キーとした

データマッチング
市町村町丁目、地番、緯度・経度

建物面積、建物階数

図 形
レコードによる接続が困難な場合、図形データの重ね

合わせなどによるデータマッチング
街区・区画、建物形状

（資料）日建設計総合研究所



（２）不動産パネルデータベースによる分析（案）

データベース 分析事例

ゼンリン「建物ポイントデータ」 ○ 建物情報による不動産利用状況の変遷に関する分析（主として新陳
代謝の視点から）（年次ベースの分析が可能）

【建物更新比率】建物が更新される（そのまま維持される）比率
【空地残存比率】建物が取り壊されて空き地になり、そのままとなる比率
【用途変化比率】建物用途の変化比率
【建物の空室比率】建物のテナントなどの空き部屋比率

ゼンリン「住宅地図データ」

東京都「都市計画地理情報システムデータ」
○ 建物情報による不動産利用状況の変遷に関する分析（新陳代謝の
ほか防災上の視点から）（５年ごとだが、より長期間の分析が可能）

【建物構造・不燃化率の推移】【建蔽率・容積率、建物の高さの推移】

データベース 分析事例

ゼンリン「建物ポイントデータ」×
ＮＴＴ空間情報「ＧＥＯＳＰＡＣＥ地番地図」

○ 土地の所有区分状況と建物構築状況（あるいは空地状況）との関
係についての分析
―― 土地の細分化所有の度合いと建物規模との関係など。

21

➀ 個別のデータベースを利用した分析

② 複数のデータベースを利用した分析



（３）「法人土地・建物基本調査」調査票情報とのマッチング可能性の検討

• 作成した不動産データベースと2013年「法人土地・建物基本調査」

の調査票情報を用いて、土地情報と建物情報のそれぞれについて、
マッチング可能性を検証し、マッチングの手法、マッチング率等につ
いて、整理する。

ーー マッチングのため照合キーは、基本的には「地番」となるが、

「法人土地・建物基本調査」の調査票において、個別物件ごとに
地番の情報がどこまでしっかり記入されているかを確認。

ーー まずは、データベースとのマッチング可能性を検討し、検討結
果が良好であれば、来年度に本格的な分析を行う予定。
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（４）不動産パネルデータベースの対象地域の選定

• 不動産パネルデータベースの構築・分析は、極めて規模の大きいデータベースを取り扱う必要がある。
予算制約や作業負担の関係から、地域の絞り込みが不可欠である。今回の調査研究では、当面、官民
の不動産関連データの整備が進んでいる東京都を対象に進める。

• 東京都は、土地・建物の利用度合いが全国と比べて高く、起こりうる多くのパターンを包含している。東
京都を対象とすることで、不動産パネルデータベース構築に関する十分な知見を得ることができる。

• データの利用可能性や作業負担の大きさを踏まえて、当面、重点的に分析を行う地域として、以下の５
市区を設定する。その際には、①建物密度（建物数／面積）の高さ、②非住宅建物の多さ、③非住宅建
物の建て替え率の高さ、などを考慮した。

建物密度
非住宅
建物比率

非住宅建物
建て替え率

特徴点

港区 中 高 高 事業所系の大規模建物が多い。再開発に伴い、新陳代謝が進む

新宿区 高 中 中 建物密度が高く、小規模建物が多い。商業・事業所・住宅が混在

台東区 高 高 低
住宅・商店・工場など小規模建物が混在する下町で、建物密度は
高い。建物の新陳代謝は低い

世田谷区 高 低 高 住宅が多く建物密度が高い。商業関連で建物の新陳代謝が高め

八王子市 低 低 低 建物密度は低い。住宅は新陳代謝が高いが、非住宅は低め 23



５．今後の研究の進め方

• 不動産パネルデータベースの構築・分析については、地理情報（Ｇ
ＩＳ）データのハンドリングを行うなど、専門的な知見が必要。 ２０１８

年度については、日建設計総合研究所を委託先として、調査研究を
進める。研究成果は、まとまり次第、統計委員会に報告する予定。

―― 調査研究に対するアドバイスを頂くため、有識者、不動産・地

図データ作成関係者、国土交通省関係者をメンバーとする研究
会（座長：清水千弘・日本大学教授）を設置する。

• ２０１８年度中に一連の課題を完成させることは難しいことから、予
算上の手当てがつけば、２０１９年度も、本課題に関する調査研究を
継続する方針。不動産パネルデータベースの東京都以外の地域へ
の拡張も検討課題となる。
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